
やまなし６次産業化プランナー設置要綱

（目的）
第１条　　山梨県中小企業団体中央会（以下「中央会」という。）は、６次産業化サポート事業実施要領（平成26年4月1日付け25食産第4902号農林水産省食料産業局長通知。以下「実施要領」という。）及び本要綱の定めるところにより、６次産業化等に取り組む農林漁業者等を支援する人材としてやまなし６次産業化プランナー（以下「プランナー」という。）を設置する。

（業務内容）
第２条　プランナーは、地域支援検証委員会（以下「委員会」という。）が選
定した支援対象者の「経営改善戦略」の策定に重点を置いた取組を推進する
ため、やまなし６次産業化サポートセンター（以下「サポートセンター」と
いう。）の依頼に基づき、以下の業務を行うものとする。
（１）　「経営改善戦略」の策定の支援
（２）　上記戦略の策定に基づく、総合化事業計画の実現に向けた課題解決
等に対する支援
（３）　その他、農業経営の改善に対し、必要と思われる助言、支援等

（担うべき役割及び期待する効果）
第３条　プランナーは、自らが持つ人脈、ネットワーク及び専門分野の知識、
知見、技術等を活かし、第２条に定める業務を遂行することで、支援対象者
の「経営改善戦略」の策定に重点を置いた取組を支援する。

（選定）
第４条 サポートセンターは、必要に応じてプランナーの公募を行う。
２　プランナーの登録を希望する者は、プランナー登録票（別紙様式１）及び第１１条に定める個人情報等に関する「秘密保持に関する誓約書」をサポートセンターに提出するものとする。
３　サポートセンターは、やまなし６次産業化プランナー地域支援検証委員会（以下「委員会」という。）において、プランナー登録票の提出のあった者から、別に定めるプランナー候補者の審査基準に基づき、プランナー候補者を選定して、委員会に提出し、委員会の協議を経てプランナーを選定する。
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（登録）
第５条　サポートセンターは、次に掲げるプランナーの情報を登録する。プランナーは、登録事項に変更があった場合は、遅滞なくサポートセンターへ届け出るものとする。
（１）氏名（通称名がある場合は本名及び通称名）
（２）連絡先の所在地及び電話番号等
（３）専門分野及び専門分野に関する職務歴、有する資格等
２　プランナーの登録期間は、登録された日から中央会が山梨県から受託するやまなし６産業化サポートセンター運営業務の事業完了日までとする。

（業務の実施及び管理の方法）
第６条　プランナーの主たる業務実施場所は、山梨県内とする。
２　サポートセンターが必要と認める場合は、県域外に派遣することができる。
３　サポートセンターは、プランナー支援依頼書により農林漁業者等への支援を依頼する。
４　プランナーは、原則として派遣日から１週間以内に支援報告シートをサポートセンターに提出する。
５　サポートセンターは、プランナーから提出のあった支援報告シートの内容を確認し、必要に応じてプランナーと今後の指導内容等について協議を行う。
　
（評価）
第７条　サポートセンターは、プランナー派遣毎に支援報告シートの提出を求めるとともに、支援実施年度内に策定された経営改善戦略の提出を求め、検証委員会においてプランナーの評価を行う。

（謝金及び旅費の支給）
第８条　謝金及び旅費は、請求書の内容を確認し、別に定める額を支払う。

（禁止行為）
第９条　プランナーは、次に掲げる行為をしてはならない。
　（１）経歴を詐称すること。
　（２）サポートセンターの禁止又は注意の指示に従わないこと。
　（３）サポートセンターの名誉を毀損し、信用を傷つけ又は利益を害すること。
　（４）サポートセンターが依頼した業務に関連して知り得たサポートセンター又は他の者の秘密を漏らし、又は盗用すること。
　（５）プランナーの身分において、サポートセンター以外の者から不当に金銭を収受すること。
　（６）サポートセンターの名称、略称若しくは呼称（以下「名称等」という。）、サポートセンターの事業の名称等又はプランナーの名称等をみだりに使用すること。
　（７）虚偽の報告をすること。
　（８）その他サポートセンターの業務執行に支障があると判断される行為を行うこと。

（寄稿・講演等の取り扱い） 
第１０条　プランナーは、サポートセンターが依頼した業務に関連して新聞、雑誌等への寄稿、出版、講演等をしようとするときは、事前に承認を受けるものとする。

（秘密保持） 
第１１条　プランナーは、業務を行うにあたり農林漁業者等の個人情報及び営業秘密（以下「個人情報等」という。）を取り扱うときは、別に定める「６次産業化プランナー個人情報等取扱規程」を遵守しなければならない。

（解任） 
第１２条 サポートセンターは、プランナーが次の各号のいずれか一つに該当することとなったときは、プランナーを解任することができる。
（１）第９条から前条までの規定に違反したとき
（２）正当な理由なくサポートセンターが依頼した業務を実施しないとき
（３）サポートセンターが依頼した業務を遂行できないと認められるとき
（４）サポートセンターからの信頼を著しく損ねたとき
（５）山梨県暴力団排除条例（平成22年山梨県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団及び第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団等」という。）並びに暴力団等と密接な関係を有する者であると判明したとき 
（６）本人がプランナーの解任を申し出たとき
（７）登録期間を満了したとき
（８）本人が死亡したとき又は連絡がとれなくなったとき
（９）その他、サポートセンターの業務上やむを得ない事情が生じたとき
２　サポートセンターは、前項（１）から（５）まで又は（９）の理由によりプランナーを解任する場合は、その旨を書面によりプランナーに通知する。

（損害賠償） 
第１３条　プランナーが故意又は重大な過失により、サポートセンターに対して損害を与えたときは、サポートセンターは当該プランナーに対し、損害の一部又は全部について損害賠償させることができる。

（解任後の効力） 
第１４条　次に掲げる事項については、プランナーが解任された後においても、なお、その効力を有するものとする。
（１）第９条（４）に定める秘密の漏洩及び盗用に関する事項
（２）第１０条に定める寄稿・講演等の取扱いに関する事項
（３）第１１条に定める秘密保持に関する事項
（４）第１３条に定める損害賠償に関する事項

（補則） 
第１５条　この要綱に定めるもののほか、プランナーに関して必要な事項は、別に定めるものとする。 
附 則
（施行期日） 
１ この要綱は、令和２年５月２８日から施行する。




 


 


や


まなし


６


次産業化プランナー


設置


要綱


 


 


（目的）


 


第１条


  


山梨県中小企業団体中央会（以下「中央会」という。）


は、


６次産業化


サポート事業実施要領


（


平成


26


年


4


月


1


日付け


25


食産第


4902


号農林水産省食


料産業局長通知。以下「実施要領」という。）


及び本要綱の定めるところにより


、


６


次


産業化


等に


取


り


組む農林漁業者等を支援する人材として


やまなし


６次産業化


プラン


ナー


（以下「プランナー」という。）を設置する


。


 


 


（業務内容）


 


第２条


 


プランナーは、


地域支援検証委員会


（以下「委員会」という。）


が選


 


’è‚µ‚½Žx‰‡‘Î�ÛŽÒ‚Ì


�uŒo‰c‰ü‘P�í—ª�v‚Ì�ô’è‚É�d“_‚ð’u‚¢‚½Žæ‘g‚ð�„�i‚·‚é


 


‚½‚ß�A


‚â‚Ü‚È‚µ‚UŽŸŽY‹Æ‰»


ƒTƒ|�[ƒgƒZƒ“ƒ^�[


�iˆÈ‰º�uƒTƒ|�[ƒgƒZƒ“ƒ^�[�v‚Æ


 


‚¢‚¤�B�j


‚ÌˆË—Š‚ÉŠî‚Ã‚«�AˆÈ‰º‚Ì‹Æ–±‚ð�s‚¤‚à‚Ì‚Æ‚·‚é�B


 


�i‚P�j


 


�uŒo‰c‰ü‘P�í—ª�v‚Ì�ô’è‚ÌŽx‰‡


 


�i‚Q�j


 


�ã‹L�í—ª‚Ì�ô’è‚ÉŠî‚Ã‚­�A


‘��‡‰»Ž–‹ÆŒv‰æ‚ÌŽÀŒ»‚ÉŒü‚¯‚½‰Û‘è‰ðŒˆ


 


“™‚É‘Î‚·‚éŽx‰‡


 


�i‚R�j


 


‚»‚Ì‘¼�A


”_‹ÆŒo‰c‚Ì‰ü‘P


‚É‘Î‚µ�A•K—v‚ÆŽv‚í‚ê‚é�•Œ¾�AŽx‰‡“™


 


 


�i’S‚¤‚×‚«–ðŠ„‹y‚ÑŠú‘Ò‚·‚éŒø‰Ê�j


 


‘æ‚R�ð


 


ƒvƒ‰ƒ“ƒi�[‚Í�AŽ©‚ç‚ªŽ�‚Â�l–¬�Aƒlƒbƒgƒ��[ƒN‹y‚Ñ�ê–å•ª–ì‚Ì’mŽ¯�A


 


’mŒ©�A‹Z�p“™‚ðŠˆ‚©‚µ�A‘æ‚Q�ð‚É’è‚ß‚é‹Æ–±‚ð�‹�s‚·‚é‚±‚Æ‚Å�A


Žx‰‡‘Î�ÛŽÒ


 


‚Ì


�uŒo‰c‰ü‘P�í—ª�v‚Ì�ô’è‚É�d“_‚ð’u‚¢‚½Žæ‘g


‚ðŽx‰‡‚·‚é�B


 


 


�i‘I’è�j


 


‘æ


‚S


�ð


 


ƒTƒ|�[ƒgƒZƒ“ƒ^�[‚Í�A•K—v‚É‰ž‚¶‚Ä


ƒvƒ‰ƒ“ƒi�[‚Ì


Œö•å‚ð�s‚¤�B


 


‚Q


 


ƒvƒ‰ƒ“ƒi�[


‚Ì“o˜^‚ðŠó–]‚·‚éŽÒ‚Í�Aƒvƒ‰ƒ“ƒi�[“o˜^•[�i•ÊŽ†—lŽ®‚P�j


‹y‚Ñ


‘æ‚P


‚P


�ð‚É’è‚ß‚éŒÂ�l�î•ñ“™‚ÉŠÖ‚·‚é


�u”é–§•ÛŽ�‚ÉŠÖ‚·‚é�¾–ñ�‘�v


‚ðƒTƒ|�[


ƒgƒZƒ“ƒ^�[‚É’ñ�o‚·‚é‚à‚Ì‚Æ‚·‚é�B


 


‚R


 


ƒTƒ|�[ƒgƒZƒ“ƒ^�[‚Í


�A


‚â‚Ü‚È‚µ‚UŽŸŽY‹Æ‰»ƒvƒ‰ƒ“ƒi�[


’nˆæŽx‰‡ŒŸ�ØˆÏˆõ‰ï


�iˆÈ‰º�uˆÏˆõ‰ï�v‚Æ‚¢‚¤�B�j


‚É‚¨‚¢‚Ä�Aƒvƒ‰ƒ“ƒi�[“o˜^•[‚Ì’ñ�o‚Ì‚ ‚Á‚½ŽÒ


‚©‚ç�A


•Ê


‚É’è‚ß‚éƒvƒ‰ƒ“ƒi�[Œó•âŽÒ‚Ì


�R�¸


Šî�€‚ÉŠî‚Ã‚«�Aƒvƒ‰ƒ“ƒi�[


Œó•âŽÒ


‚ð


‘I’è


‚µ‚Ä


�A


ˆÏˆõ‰ï‚É


’ñ�o‚µ�AˆÏˆõ‰ï‚Ì


‹¦‹c


‚ðŒo‚Ä


ƒvƒ‰ƒ“ƒi�[‚ð‘I’è‚·‚é


�B


 


 


 


 




    や まなし ６ 次産業化プランナー 設置 要綱     （目的）   第１条    山梨県中小企業団体中央会（以下「中央会」という。） は、 ６次産業化 サポート事業実施要領 （ 平成 26 年 4 月 1 日付け 25 食産第 4902 号農林水産省食 料産業局長通知。以下「実施要領」という。） 及び本要綱の定めるところにより 、 ６ 次 産業化 等に 取 り 組む農林漁業者等を支援する人材として やまなし ６次産業化 プラン ナー （以下「プランナー」という。）を設置する 。     （業務内容）   第２条   プランナーは、 地域支援検証委員会 （以下「委員会」という。） が選   定した支援対象者の 「経営改善戦略」の策定に重点を置いた取組を推進する   ため、 やまなし６次産業化 サポートセンター （以下「サポートセンター」と   いう。） の依頼に基づき、以下の業務を行うものとする。   （１）   「経営改善戦略」の策定の支援   （２）   上記戦略の策定に基づく、 総合化事業計画の実現に向けた課題解決   等に対する支援   （３）   その他、 農業経営の改善 に対し、必要と思われる助言、支援等     （担うべき役割及び期待する効果）   第３条   プランナーは、自らが持つ人脈、ネットワーク及び専門分野の知識、   知見、技術等を活かし、第２条に定める業務を遂行することで、 支援対象者   の 「経営改善戦略」の策定に重点を置いた取組 を支援する。     （選定）   第 ４ 条   サポートセンターは、必要に応じて プランナーの 公募を行う。   ２   プランナー の登録を希望する者は、プランナー登録票（別紙様式１） 及び 第１ １ 条に定める個人情報等に関する 「秘密保持に関する誓約書」 をサポー トセンターに提出するものとする。   ３   サポートセンターは 、 やまなし６次産業化プランナー 地域支援検証委員会 （以下「委員会」という。） において、プランナー登録票の提出のあった者 から、 別 に定めるプランナー候補者の 審査 基準に基づき、プランナー 候補者 を 選定 して 、 委員会に 提出し、委員会の 協議 を経て プランナーを選定する 。        

